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 日本語の評価は価（あたい）を評するということであり、英語の evaluation は仏語の





































































































  日本経済新聞社が 1979 年から 2008 年まで実施した企業ランキングで、優良企業と非
優良企業の分析により選定した各種財務指標の多変量解析に基づくモデル式によって、
上場企業を総合的に評価するもの。評価手法は、①記者 60 人のアンケートにより優良企
業・非優良企業サンプル各 50 社を選定し、②優良・非優良を判別する 15 の財務指標を



























































































用いて 1．のシート１中の a に該当するものもあれば、b-2 に該当するものある。その一方
で、評価という語を用いずに実質的に aや b-1 に該当する機能を発揮しているものもある。 





間経過後の達成状況を明らかにするもの・・達成度評価 achievement evaluation, review に該
当する。また、学校教育法に基づく認証評価は、同じく b-2 の範疇の中の一定期間経過後の
事業計画達成状況や許認可要件充足状況の確認・・計画された、あるいは要件とされた質
や水準等の認定 certification に該当する。 
 これに対して、日本学術振興会の発表する研究機関別科学研究費補助金採択状況、法務
省の発表する大学別司法試験合格状況、受験雑誌等による大学受験偏差値ランキングなど
は、評価という語は用いていないが、実質的に a 価値評価 evaluation に該当すると考えられ
































① 大学審議会 → 自己評価・自己点検の努力義務化 
 （1991 年）（大学設置基準改正） 
② 自己評価・自己点検とその結果公表の義務化、 
  当該自己評価・自己点検結果に関する学外者による検証の努力義務化 
 （1999 年）（大学設置基準改正） 
  
 1999 年 3月 佐々木高等教育局長の参・文教科学委員会における答弁 
  “自己点検、自己評価・・平成 9年 10 月・・88％の大学で実施“  
→ 大学設置基準改正（9月） 
 
③ 大学評価機関の設置（2000 年）（国立学校設置法改正＊） 
 ＊国立学校設置法上の特別な機関として大学評価・学位授与機構を設置するための改正 
 
 1998.10 大学審議会答申 国立大学を主たる対象、 
公私立大学は設置者の希望による 
 
 2000.3 学位授与機構を大学評価・学位授与機構に改組転換 
（国立学校設置法改正） 
     
  評価 ： 設置者の要請に基づき実施（国立学校設置法施行規則）  
     運用において、私立大学は、当分の間、第三者評価の対象としない 
 
④ 認証評価制度の導入（2002.11）（学校教育法改正）（実施は 2004 年から） 
 
 法科大学院制度の創設に際していわゆる連携法による適格認定制度の導入 
 構造改革による大学設置認可の規制緩和に対応した事後確認制度の導入  
 
  シート２のうち、③大学評価機関の設置について敷衍すると、国会の議事録には 1998年の
春から夏、さらに翌年冬にかけて第三者評価制度に関する文部省の方針が変化していった様

























○2002年4月 中央教育審議会中間報告 ： 第三者評価（適格認定）制度の導入
事前規制を最小限・・事後チェック体制を整備・・教育研究活動等の状況・・国の認証を受けた
機関が・・ 一定の基準を基に定期的に評価し，その基準に達しているものに対して適格認定































































































相対評価 comparative assessment                                                                                                 






































































12,338 12,078 11,926 11,765 11525
10711 10712 10584
741 786 801 781 790
980 873 944
3,143 3,198 3,218
3,263 3,293 3,313 3,281 3249
3218 3222 3209
182 334
450 529 558 615 680
705 575 496
1,580 1,703 1,765
1,830 1,880 1,895 1,913 1932
1970 2000 2633
451 519 554









































































































































北 海 道 教 育 756 (736) 240 (176) 248 (249) 488 (425) 64.6% 57.7% 6.8 0.0% ( 0.1%) 70.4%
弘 前 169 (179) 60 (59) 28 (36) 88 (95) 52.1% 53.1% ▲ 1.0 1.2% ( 0.0%) 57.1%
岩 手 175 (164) 58 (53) 28 (26) 86 (79) 49.1% 48.2% 1.0 0.0% ( 0.0%) 52.1%
宮 城 教 育 342 (209) 101 (85) 105 (59) 206 (144) 60.2% 68.9% ▲ 8.7 2.6% ( 2.4%) 67.8%
秋 田 110 (109) 24 (26) 25 (22) 49 (48) 44.5% 44.0% 0.5 4.5% ( 1.8%) 54.4%
茨 城 264 (281) 116 (109) 60 (68) 176 (177) 66.7% 63.0% 3.7 0.0% ( 0.0%) 75.9%
宇 都 宮 168 (177) 44 (50) 51 (41) 95 (91) 56.5% 51.4% 5.1 4.8% ( 1.7%) 67.4%
群 馬 227 (222) 99 (92) 35 (47) 134 (139) 59.0% 62.6% ▲ 3.6 0.0% ( 0.0%) 69.4%
埼 玉 475 (486) 172 (151) 107 (87) 279 (238) 58.7% 49.0% 9.8 3.2% ( 2.7%) 67.1%
千 葉 407 (421) 197 (215) 54 (62) 251 (277) 61.7% 65.8% ▲ 4.1 1.5% ( 0.7%) 70.9%
東 京 学 芸 645 (654) 235 (205) 165 (176) 400 (381) 62.0% 58.3% 3.8 1.1% ( 0.9%) 73.3%
横 浜 国 立 248 (270) 117 (107) 21 (9) 138 (116) 55.6% 43.0% 12.7 0.0% ( 0.4%) 65.4%
新 潟 196 (193) 46 (48) 57 (53) 103 (101) 52.6% 52.3% 0.2 1.0% ( 0.5%) 59.5%
上 越 教 育 166 (176) 60 (38) 39 (72) 99 (110) 59.6% 62.5% ▲ 2.9 6.6% ( 5.7%) 68.8%
金 沢 101 (117) 43 (32) 24 (37) 67 (69) 66.3% 59.0% 7.4 0.0% ( 0.0%) 71.3%
福 井 101 (108) 12 (9) 39 (55) 51 (64) 50.5% 59.3% ▲ 8.8 0.0% ( 0.0%) 65.4%
山 梨 105 (95) 39 (30) 24 (23) 63 (53) 60.0% 55.8% 4.2 0.0% ( 0.0%) 71.6%
信 州 228 (241) 77 (71) 79 (96) 156 (167) 68.4% 69.3% ▲ 0.9 0.0% ( 0.0%) 74.3%
岐 阜 233 (250) 105 (93) 57 (59) 162 (152) 69.5% 60.8% 8.7 0.0% ( 0.0%) 78.6%
静 岡 250 (255) 98 (76) 48 (61) 146 (137) 58.4% 53.7% 4.7 0.0% ( 0.4%) 65.2%
愛 知 教 育 664 (668) 324 (336) 153 (160) 477 (496) 71.8% 74.3% ▲ 2.4 3.0% ( 1.5%) 80.6%
三 重 169 (160) 58 (62) 54 (40) 112 (102) 66.3% 63.8% 2.5 1.2% ( 2.5%) 74.7%
滋 賀 184 (176) 77 (72) 44 (41) 121 (113) 65.8% 64.2% 1.6 6.0% ( 3.4%) 76.6%













① 教育 30％：研究者による主観的評価 15％、教員当り学部学生数 4.5％、教員平均給
与 2.25％、学士授与数当たり博士授与数比率 2.25％ 
② 国際化 7.5％：外国人教員比率 2.5％、外国人学生比率 2.5％、国際共著論文比率 2.5％ 
③ 産学連携（教員当たり産学連携収入）2.5％ 
④ 研究 30％：研究者による主観的評価 18％、教員当たり研究収入 6％、教員当
たり論文数 6％ 
⑤ 研究論文引用度 30％ 
 
シート９ タイムズ紙世界大学ランキング 2011 年版 
順位 大学 国 教育 国際 産学連携 研究 論文引用 総合評価
1 カリフォルニア工科大学 米 95.7 56.0 97.0 98.2 99.9 94.8
2 ハーバード大学 米 95.8 67.5 35.9 97.4 99.8 93.9
2 スタンフォード大学 米 94.8 57.2 63.8 98.9 99.8 93.9
4 オックスフォード大学 英 89.5 91.9 62.1 96.6 97.9 93.6
5 プリンストン大学 米 91.5 49.6 81.0 99.1 100.0 92.9
6 ケンブリッジ大学 英 90.5 85.3 55.5 94.2 97.3 92.4
7 ＭＩＴ 米 92.7 79.2 94.4 87.4 100.0 92.3
8 インペリアル・カレッジ 英 88.8 92.2 93.1 88.7 93.9 90.7
9 シカゴ大学 米 89.4 58.8 90.8 99.4 90.2
















 上海交通大学では 2003 年から、毎年、世界大学ランキングを作成、公表している。その
評価指標等を以下に簡潔に示す。 
① 教育の質 10% ：卒業生のノーベル賞などの受賞状況 10% 
② 教員集団の質 40% ：教員のうちノーベル賞などの受賞状況 20%、頻繁に論文が引
用される研究者数 20% 
③ 研究成果 20% ：「Nature」と「Science」への論文掲載 20%、論文の被引用状況
20% 










シート 10 上海交通大学 Academic Ranking of world Universities  2011 
 
（以上同ランキングのホームページ http://www.shanghairanking.com/index.html から） 
  
３）U.S. News & World Report誌のベストカレッジズ 











④ 卒業及び進級率 20%：在学 6 年内での卒業率（4／5）、新入生翌年度継続率（1／5） 
⑤ 大学運営資金 10%：学生一人当たり資金額 
⑥ 卒業者寄付状況 5%：卒業者中の寄付率 
⑦ US News の予測卒業率と実際の卒業率の相違とその要因分析 
 
シート 11 U.S. News & World Report “Best Colleges 2011” 
National Universities 
1. Harvard University (MA)
1. Princeton University (NJ)
3. Yale University (CT)
4. Columbia University (NY)
5. Stanford University (CA)
5. University of  Pennsylvania
7. California Institute of Technology
7. Massachusetts Inst. of Technology
9. Dartmouth College (NH)
9. Duke University (NC)
9. University of Chicago
National Liberal Arts Colleges 
1. Williams College (MA)
1. Amherst College (MA)
3. Swarthmore College (PA)
4. Middlebury College (VT)
4. Wellesley College (MA)
6. Bowdoin College (ME)
6. Pomona College (CA)
8. Carleton College (MN)
9. Davidson College (NC)
9. Haverford College (PA)
Regional Universities 
1. Villanova University (PA)
2. Providence College (RI)
3. Loyola College in Maryland
4. Bentley University (MA)
4. College of  New Jersey
4.   Fairfield University (CT)
North
1. Creighton University (NE)
2. Butler University (IN)
3. Drake University (IA)
3. Xavier University (OH)
5. Valparaiso University (IN)
1. Rollins College (FL)
2. Elon University (NC)
3. James Madison University (VA)
3. Stetson University (FL)
5. Belmont University (TN)
South
Midwest
1. Trinity University (TX)
1. Santa Clara University (CA)
1. Loyola Marymount University (CA)
1. Gonzaga University (WA)
4. Mills College (CA)
West
（U.S. News & World Report のホームページ http://colleges.usnews. 
rankingsandreviews.com/best-colleges から） 
 
４）米・国立科学財団調査による R&D（Research and Development）支出 
上位 100 大学 
米国の国立科学財団（National Science Foundation：NSF）(9)は隔年で Science & Engineering 
Indicators を作成、刊行している。それには毎回 R&D支出上位 100 大学のリストが掲げられ
ている。各大学の R&D 支出額は、NSF の内部組織である National Center for Science and 
Engineering Statistics (NCSES)が、資金源別に R&D支出額を調査したものであり、実質的に
それぞれの大学の研究活動の活発度を反映したものと受け止められている。 
ただ、設置及び組織形態に同じような構造を有する州立大学をある場合にはキャンパス
ごとに示し(University of California に属する各キャンパスなど)、ある場合には一体で示す
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(University of Michigan)など平仄が合っていない面もあり、また Boeing 社やMicrosoft 社が州
内に立地する University of Washington が常に上位にランクされるなどの様々な状況が反映
されていると推測される面もある。 
 




米国ナショナルアカデミーは、国内大学の研究大学院 graduate school の博士課程プログラ
ムについて数値に基づく研究博士プログラム評価 A Data-Based Assessment of Research - 

















“(This) is notable for not ranking programmes in 1-2-3 
order. But it aims to offer comparisons that are detailed 
enough both to help students determine where to apply 
and to help job-seekers judge offers.”
(nature, 28 Sept 2010,“US school ranking names no 
winners”)
- Publications per allocated faculty 
member
- Citations per publication
- Percent faculty with grants
- Awards per allocated faculty member
- Percent interdisciplinary faculty
- Percent non-Asian minority faculty
- Percent female faculty
- Average GRE scores
- Percent 1st-yr. students with full 
support
- Percent 1st-yr. students with external 
funding
- Percent non-Asian minority 
students
- Percent female students
- Percent international students
- Average PhDs, 2002 to 2006
- Average completion 
percentage
- Median time to degree
- Percent students with 
academic plans
- Student work space
- Student health insurance






















相対評価 comparative assessment                                                                                                 






達成度評価 achievement evaluation,  review
（質や水準等の）認定 certification
b-2 達成状況の確認や要件充足・水準達成状況の認定
NSF S & E
Indicators
US Assessment



































・U.S. News & World Report “Best Colleges 2011”
－教員給与、教員当たり学生数、少人数授業受講学生数等
・U.S.  A Data-Based Assessment of Research-Doctorate Programs 
・国立大学法人評価中の教育研究の現況分析－就職率、司法試験合格
・U.S. News & World Report “Best Colleges 2011” －卒業率等














































































































































































(5) 流動比率：流動資産÷流動負債×100%  











(10) アメリカのニュー・ジャージー州プリンストンに本拠を置く非営利団体 ETS (Educational 
Testing Service)が実施する大学院入学適性試験。ETS は他に SAT（大学入学適性試験）や
TOEFL/TOEIC も実施している。 



































秋本敏男 2006 『経営分析と企業評価』 創成社。 
森田松太郎 1994 『ビジネス・ゼミナール 新版 経営分析入門』日経新聞社。 
 
報告書： 
中央教育審議会 2002 年４月「大学院における高度専門職業人養成について（中間報告）」。 
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中央教育審議会 2002 年８月「法科大学院の設置基準等について（答申）」。 
中央教育審議会 2002 年４月「大学の質の保証に係る新たなシステムの構築について（中間報
告）」。 
中央教育審議会 2002 年８月「大学の質の保証に係る新たなシステムの構築について（答申）」。 
 
ウェブサイト： 
National Academy of Sciences, U.S.A Date-Based Assessment of Research-Doctorate programs 
(URL:http://www.nap.edu/rdp/) 
Shanghai Jiao Tong University, Academic Ranking of world Universities 2011 
(URL:http://www.shanghanghairairanking.com/index.html) 
The Times Higher, THE WORLD UNIVRSITY RANKINGS (2010-2011)      
(URL:http://www.timeshighereducation.co.uk/world-university-rankings/2010-2011/top-200.html) 






















































































 大学ランキングに関する最近の研究成果として、Hazelkorn (2011)、Joint Research Centre, 






















































































































































































































大学&私立大学 合格難易度データ」、「2012年度 全国大学 学費一覧」、「全国大学 所在
地&設置学部一覧」となっている。 
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学生調査（National Student Survey:NSS）が行われ、その結果は HESA のデータ等とあわせ
て「Unistats」というウェブサイトで大学間の比較が可能な形で公表されてきた。さらに、
2012 年には「主要情報一覧(Key Information Sets: KIS)」という重要な指標群が設定され、





















(Quality Assessment Agency: QAA)により「機関別レビュー(Institutional Review)」が行われて
いる。研究評価については 4カ国の資金配分機関が共同して、これまで Research Assessment 
Exercise(RAE)という評価を 4～7 年おきに行っており、次回は 2014 年に Research Excellence 
Framework(REF)という名称で行われる。本稿では、このうち教育評価に焦点をおく。 
教育評価については、1997 年にそれまで機関単位の評価を行ってきた Higher Education 
Quality Council(HEQC)と、専門分野別の評価を行ってきた高等教育資金配分機構(Higher 
Education Funding Council for England: HEFCE)の教育評価部門とを統合する形で高等教育品




が 2002 年から実施されるようになった。 
この評価は、高等教育機関自身がその内部で提供している教育の質保証や質向上を自ら
すすめる体制や手続き（内部質保証システム）を有していることを前提に、その内部質保





しかし、1991 年から数えて 5 巡目となる評価を前にして、2009 年 11 月にビジネス・イ
ノベーション・技能省(BIS)では高等教育枠組み『より高い大望：知識社会における大学の














































































HEFCE はこの白書を受けて、具体的な方針の検討を行い、2012 年 5～6 月にコンサルテ









 この HEFCE の報告を受け、QAA では 2013 年 1月 28 日から、新たな評価方法のハンド
ブックについてのコンサルテーションを開始したところである。コンサルテーションの結
果を反映した新たなハンドブックは 2013 年 5月に公表される予定になっている。 
 
３．大学情報の整備 
 HEFCE では国の質保証システム(Quality Assurance System)の全体構成を以下のように整
理している（2011-12 年の場合）。 
・高等教育機関の内部質保証システムやプロセス 












新たに Unistats ウェブサイトで公表される KIS がどのようなものであるかを説明する。 
 
3.1  HESA による高等教育情報の収集・提供(1) 
(1) HESA の位置づけ 
HESA は、1993 年に英国（連合王国）内の高等教育関連の政府、資金配分機関、大学・
カレッジの合意により設置された、非営利の保証有限会社（company limited by guarantee）
である。1991 年の政府白書「高等教育：新たな枠組み」において、高等教育に関する首尾
一貫した統計が必要であることが指摘され、1992 年継続・高等教育法(Further and Higher 









会組織（Universities UK と GuildHE）により決定される。主な収入は高等教育機関からの会
費となっており、英国のすべての高等教育機関が会員である。一方、政府や資金配分機関














DLHE を除き、回答率は 100%である。学生は大学へ在籍するにあたり、データを HESA
に提供することに合意しなければならない。他方、DLHE はサーべイ調査であり、回収率の
目標は短期調査で 80%、長期調査ではサンプルのうちの 40%となっている。 
 






2) 海外にて学習する学生数(Aggregate offshore record)。 
各機関に在籍している学生のうちで、英国外で教育を受けている学生について、国別の集計値。 
 




4) 高等教育卒業者の進路（Destinations of Leavers from Higher Education: DLHE) 
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8) 不動産管理統計(Estates Management Statistics) 
建物、土地、部屋の所有状況、使用状況、修繕の必要性、維持コスト、光熱水費などのデータ。 
 
9) Key Information Sets 









にあたるのは、高等教育関連の政府機関（BIS、Department for Education、Scottish Government、
Welsh Assembly Government、the Department for Employment and Learning, Northern Ireland）や、
資金配分機関（HEFCE、Scottish Funding Council、the Higher Education Funding Council for 
Wales）、リサーチカウンシル、教員養成関係の機関（Training and Development Agency、General 





























大学向けには「heidie (Higher Education Information Database for Institutions)」と呼ばれる分





3.2 KIS の導入 消費者が求める情報 
HEFCE は高等教育に関する情報提供として、2007 年 11 月から、それまでの Teaching 









・その他 QAA による機関評価へのリンク 
しかし、HEFCE の教育・質・学生経験(TQSE)小委員会や、英国議会の Innovation, 
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これらを受けて HEFCE や大学協会（UUK および GuildHE）、HESA などを含む Higher 
Education Public Information Steering Group (HEPISG)およびサブグループにより新たな情報
提供についての検討が行われた。進学希望者に対しては、意思決定に有用と考える情報に
ついてサーベイ調査を行い(Renfrew et al. 2010, Slack, Mangan, Hughes, & Davies, 2012)、51 の
指標から「有用」とした回答結果が高かったものを上位から選び「主要情報一覧(Key 
Information Sets)」の案が固められた。2010 年 11月のコンサルテーションペーパ （ーHEFCE 
2010b）を経て、2011 年 6 月に確定した。そこでは下記に示すような比較可能な Key 
Information Sets と、大学自身がホームページで公表したり、内部で質向上のために活用する
Wider Information Sets を定めている。 
HEFCE のホームページでは、KIS とは、「フルタイムあるいはパートタイムの学士課程
についての比較可能な情報のセットであり、進学希望学生の情報ニーズに合うようにデザ
インされている」と述べられている(2)。KIS は表３の 17 項目からなる。主要なデータの一






表３ Key Information Sets の項目 
 
































































































































・学生ユニオンへの満足度についての追加質問 全 国 学 生 調 査








これらの対象は、QAA に登録している高等教育機関であり、初年度は 2013-14 年に提供
されることが予定されているフルタイムおよびパートタイムの学部段階のコース、ならび
に、イングランドとウェールズでの継続教育カレッジで行われる学部段階のプログラムで
ある。全ての KIS の情報は Unistats ウェブサイトにて公表されている。また、2012 年 10月















そのため、QAA の 2011 年からの Institutional Review はより明確な形で質と水準の段階判
定を行って公表するとともに、情報提供の質についても判断を行うことになった。さらに、



























数が少なく NSSへの回答数が 23 人に満たないコースは情報が表示されないことや、KIS の
項目に無いが学生にとって重要な事項を大学が考慮しなくなるなどの批判も出ている




















とっては情報提供の業務負担が増すことを意味する。2011 年 6月の白書 (BIS2011)では、各
種の規制が高等教育機関の負担になっていると述べており、特にデータ収集の負担につい
ては、毎年およそ 550 の外部報告作業が高等教育機関には求められているという（2010 年
に Higher Education Better Regulation Group(HEBRG)が行った調査より）。そのため、白書は
HEFCE、HESA および HEBRG に、Information Standards Board for education and skills(ISB)と
Skills Funding Agency(SFA)とともに、高等教育機関のデータ収集負担を減らすシステムを構
想することを求めた。 
HEFCE は Student Loan Company(SLC)とともに Regulatory Partnership Group を 2011 年 9月
に設置した（当初 9ヶ月間は Interim Regulatory Partnership Group という名称）。これはデー
タ提供に限らず、2013-14 年から開始されるイングランドの新たな資金配分と規制枠組み
(regulatory regime)により生まれる政策・戦略・運用上の課題について政府や HEFCE ならび
に各エージェンシーに助言をするためである。その中の 4 つの活動の一つとして、「デー





通的なプラットフォームの必要性を検討している。2012 年 6 月には報告「高等教育のデー
タや情報の将来展望を再設計する：改編への道 Redesigning the higher education data and 












ータ・指標が HESA により集められて実績指標などの形で公表され、また、新たに KIS と
して進学希望学生などへ広く公表されるようになっている状況を示した。では、これと比
べて日本の状況をどう解釈できるであろうか。 





























(1) HESA のデータ収集・公表の状況については、筆者が 2011 年 3 月 4 日に実施した HESA の
Ms. Alison Allden (Chief Executive)、Ms. Jane Wild（Director of Operations）へのヒアリング（独立
行政法人科学技術振興機構社会技術研究開発センター 2012)、ならび、2012 年 2 月 27 日に大学
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株式会社日経 BP コンサルティング 




































































































































































































の IT 関係学部の内容に情報セキュリティを追加するようになってきている。 
 
























































































































































































































































 採用の際に学歴を意識するか否かについては、その職の Job requirement に入って
いるか否かによる。法務担当を募集する際は、弁護士、経理部門であれば会計士、



















































































⑤ L 社 
 １２月１日より説明会を開始し（合同説明会、学内説明会、リクルーター（百数
十名）等を１月末まで実施）、２月末から選考プロセスに入る。エントリーシー




 約 10 年前から実施。現在では５日間の行程で、社員が講師となりネットワーク構








































 2010 年までは夏休み期間中に１day のインターンシップを実施していた（参加者




















































































































































































































































  ○就職に関するデータ：就職率、ＯＢの就職先、就職に対するサポート内容 等 
  ○教育内容（環境）に関するデータ：学部・学科等の教育組織の状況、実施科目（シ
ラバス等）、所属する教員、図書館・実験（実習）設備等の整備状況 等 
  ○学力等に関するデータ：偏差値（難易度）、入学試験実施科目 等 
  ○経済性に関するデータ：学費（入学料、授業料等）、奨学金・授業料免除、地元（国         
公立）大学 等 
  ○地域性に関するデータ：地域の利便性（交通機関、商業施設等の整備状況）、周辺         
の大学環境（首都圏、近畿圏等、京都などのいわゆる大学の街）等 







                                   単位：％ 
   就 職  教育内容 学力等 経済性 地域性  その他
  員数比率  ５０ ３３ ８５ ４０ ４５  １２ 
  回答数比率 １８．９  １２．５ ３２．１ １５．１ １７．０   ４．５
 
〈卒業後〉（回答数 ３１８（１人平均：３．１８項目）） 
                                   単位：％ 
   就 職  教育内容 学力等 経済性 地域性  その他
  員数比率  ７２ ８８ ５５ ７０ ３０  ３ 

















































                                                                   単位：％ 
   関 東 圏 東 海 圏 関 西 圏 
  年 度 国公立  私 立 国公立 私 立 国公立  私 立 
   志 向  志 向  志 向  志 向  志 向  志 向  
  ２００８  ２９．１  ５０．２ ４１．７ ３５．９ ３３．８  ４３．１ 
  ２００９  ３３．２  ５５．２ ５０．２ ３６．５ ４１．６  ４５．４ 
  ２０１０  ３３．８  ５５．１ ５１．９ ３７．８ ４１．５  ４５．９ 
  ２０１１  ３５．２  ５２．９ ５３．１ ３６．４ ４６．２  ４１．６ 

























                                                            単位：％ 
  年 度 ２００７ ２００９ ２０１１  
  調査数 ９８７ ９２４ ８５２  
  進学費用（学費・生活費など） ５０．６ ４９．１ ５２．３  
  将来の職業との関係 ５０．５ ４６．５ ５１．９  
  現在の入試制度の仕組み ５５．９ ５２．７ ４２．７  
  学部・学科の内容 ４１．９ ３８．６ ３８．６  
  就職の状況（実績） ３３．９ ３３．７ ３８．６  
  奨学金の種類と採用条件 ２４．８ ２９．０ ２５．９  
  資格取得の状況（実績） ２４．０ ２２．９ ２５．８  
  入試の内容 ２７．８ ２５．１ ２３．９  
  難易度 ２６．１ ２２．４ ２３．２  






























を有している。1点目はフォーミュラ・ファンディング(Formula Funding)を約 50 年間にわた































ネシー州高等教育委員会(Tennessee Higher Education Commission; 以下、THEC とする)がそ
の権限を有している。 
テネシー州には図１のように大学の管理委員会(governing board)としてテネシー理事会
(Tennessee Board of Regents)とテネシー大学システム(University of Tennessee system)が置かれ





























 次に第 2 段階では州と大学の「コストシェアリングポリシー」に基づいて第 1 段階で計
算された全経費の 60%を州政府負担分、40%を授業料負担分として計算が行われる(2)。さら












2010 年 1月、テネシー州議会において Complete College Tennessee Act of 2010（以下、CCTA
法とする）が可決され、同 27 日、テネシー州知事(当時)の Phil Bredesen によって署名が行
われた。同法は、テネシー州法第 49条第 7 章、8 章、9 章(Tennessee Code Annotated, Title 49, 









































するものとする。アウトカムには「毎学期の最終学籍登録者数」(end of  term enrollmet for 
each term)、「学生の残留」(retantion)、「学位取得に向けた着実な学習の進展」(timely progress 
toward degree completion)、「学位の生産性」(degree productivity)が含まれる。また、「学生
の大学間移動」(student transfer activity)、「研究」(research)、「学生の成功」(student success)
などを含むことが望ましい。＜第 3条第 4項＞ 
○単位互換システムの改善 




 学生が 2 年制および 4 年制大学の双方の要件を満たしている場合、双方に入学(the dual 
admission)することを認める。＜第 6条＞ 
○公立 4 年制大学におけるリメディアルコースの廃止と公立 2 年制大学における提供 
 公立 4年制大学においてはリメディアルコース(remedial or developmental courses)を廃止す




 CCTA 法の制定後、THEC に設置されたマスタープラン委員会(the Master Plan Steering 
Committee)は高等教育関係者、産業界、州政府等と会合を重ね、CCTA 法で規定された内容
を実現するためのマスタープランの作成が続けられた。テネシー州では 5 年ごとに州高等
教育マスタープランが見直されるが、2010-2015 年の新マスタープランは The Public Agenda 
for Tennessee Higher Education 2010-2015 と名付けられ、CCTA 法を実現するためのパブリッ
クアジェンダを掲載したものとなった(4)。マスタープランには、2008 年に起きた世界的な
経済不況の中、2009 年の連邦アメリカ景気対策法(the Federal American Recovery and 
























に導入されたのが CCTA 法に掲げられたアウトカム・ファンディングである。 
 2010 年 3月より THEC、テネシー大学システム、テネシー理事会、州知事部局等による










され、2013-14 年までの 3 年間の移行期間の後、アウトカムベース・ファンディングに完全
に移行することが州議会で承認された(State of Tennessee 2010, p.B-380-381)。 
 では、具体的にはどのようなアウトカムが交付金の予算編成に用いられることになった























































資格取得者数(1-2 年)( 1 to 2 Year 
Certificates) 
24単位以上の取得を要件とする資格の年間取得者数。 
資格取得者数(1 年未満) Less 

















M&O 施設維持管理費(Maintenance and Operations)。教室等の 1
平方フィート当たり費用等。








出典 THEC(2012) Outcomes-Based Formula Model Data Definitions.
（http://www.state.tn.us/thec/Divisions/Fiscal/funding_formula/Detailed%20Outcomes%20Formula%20








 まず、表 3 は算定に使用されるフォーミュラのリストとそのデータである。研究・サー
ビスを除くデータは THEC のデータベースである THEC 学生情報システム(THEC Student 
Information Systems)で事前に収集されている。例えば、24 単位を取得した学生数(Student 
Accumulating 24hrs)は UTM は 1,532 人、UTK は 4,150 人である。 
次に、表 4 の編みかけの部分(単位取得状況、学士号・準学士号取得者数)について、特に
成人学生と低所得学生について 40%多く計算が行われる。これにより、24単位取得者数は
UTM で 1,895 人、UTK で 4,566 人に増加する。 




UTK の場合は 6 年間の卒業率に最も高いウェイトがかけられており、博士号・法学学位取
得者数や研究・サービスのウェイトも UTM よりも高くかけられている。 
さらに、表 6 にはウェイト付けが行われた後の数値が示されている。UTM のウェイト付
けアウトカム合計(Total Weighted Outcome)の数値は 952、UTK のアウトカムは 4,546 となる。 
 最後に、表 7 のように、この数値に南部地区教育委員会(the Southern Regional Education 
Board)の「平均教員給与」(average faculty salary)をかけた額が算出される。平均教員給与額
はカーネギー分類別の額がそれぞれ使用される。ここで算出された額はアウトカムパフォ














表 3 テネシー大学(UT)マーティン校とノックスビル校の例（調整前） 
 
出典 THEC (2012)Outcomes-Based Funding Formula. 
(http://www.state.tn.us/thec/Divisions/Fiscal/funding_formula/1-Outcomes%20Based%20Formula%20N
arrative%20-%20for%20website.pdf 2013 年 2 月 16 日現在) 
 


















①ウェイト付けアウトカム合計(Total Weighted Outcome)×教員平均給与 




  ＝フォーミュラ小計額×5.45%×パフォーマンス獲得ポイント(％) 
3)州交付金予算額 




















基準からは大学の残留率・卒業率(表 8左列の基準 3)が削除された。以下の表 8 は 2005-10
年の評価基準と 2011-2015 年の評価基準の比較を行ったものである。前回の評価基準は 5 基
準 11領域が設定されていたが、今回は 2 基準 7領域に整理されている。前回の領域をその




また、前回の基準にはなかったものとして基準 2「学生のアクセスと成功の質」(Quality of 



























なお、表 10 は基準 2 の具体的な達成度の評価基準を示したものである。選択した項目の
過去 3 年間について、学士号・準学士号・免許等を取得した学生数の平均数が前年度と比








 以上、テネシー州において 2011-12 年度予算より新たに導入されたアウトカム・ファンデ
ィングの特徴、およびパフォーマンス・ファンディングの評価基準の変更点を見てきた。 

































(2) なお、コミュニティカレッジはそれぞれ 67%、33%で計算される(吉田・柳浦 2010、332頁)。 
(3) THECホームページより（http://www.state.tn.us/thec/complete_college_tn/ccta_summary.html）
2013 年 2 月 15 日現在。 
(4) THECホームページより
（http://www.state.tn.us/thec/complete_college_tn/ccta_files/master_plan/The%20Public%20Agenda
%20with%20Appendices%20Jan2011.PDF）2013 年 2 月 15 日現在。 
(5) THECホームページより
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学生数 × 修得した単位数/６０単位 × 分野別単価＝教育費 
   （input）          （results） 
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  ※１年間の標準取得単位＝６０単位(ECTS) 











   人文・社会科学・法律・神学  ４２００クローネ 
   科学・工学  ９２０００クローネ 
   看護   ９９０００クローネ 
   医学   １３２０００クローネ ＋ 病院実習 ７００００クローネ 
   オペラ  ４６６０００クローネ 
   メディア・フィルム ５１９０００クローネ 











































Copenhagen Business School 
IT University of Copenhagen 
Roskilde University 
Technical University of Denmark 
University of Copenhagen 


























   カテゴリー１（人文、社会科学）   ４５８００kr 
   カテゴリー２（１，２以外）     ６６３００kr 





ている。        学士         修士 
   カテゴリー１   ２８２００kr    １６０００kr 
   カテゴリー２   ４１２００kr    ２３３００kr 















  ４５％：教育ファンドと連動 
  ２０％：外部資金獲得額と連動 
  ２５％：研究アウトプット（論文数）を反映 
  １０％：博士号授与数を反映 
なお、現在、さらに新しい評価指標を検討中であり、その評価指標の候補としては、以
下のような項目が検討されている。 
  外国の競争的資金獲得額 
  外国の研究経費獲得額 
  修了率 
  博士授与数 
  社会貢献活動予算 
  公的議論への参加度（審議会委員等） 
  論文生産数（ビブリオメトリクス） 
  産学連携 
 
（５）施設等経費 











り、依然として「二元制 Binary System」を採用していることにある。 
１）HBO :University of Applied Sciences（職業大学） 
 ４０大学があり、主に５年制の高校 HAVO から進学する。博士課程は有せず２年の短期（準
学士）課程  、４年の学士課程、及びその上１年間の修士課程のプログラムを提供してい
る。これらの職業大学を修了すると、たとえば、Bachelor of Engineering のような、職業（専
門職）学位が授与される。 
２）WO: Research University（研究大学） 
 他方、学術性を重視する研究大学に分類される高等教育機関には、１４校の大学と 3校

































 先ほども述べたように、教育研究の質の評価は NVAO が担っているが、各大学の管理運
営の評価（いわゆる法人評価）は独立した組織であるオランダ教育視学官 Dutch Inspectorate 
































































  ・教育の個性化 
  ・全大学は、少なくとも一つの分野で世界水準に 
  ・国家のイノベーション政策の優先事項に感応的であること 
  ・協働と戦略的連携（具体例としては、３大学での分野調整） 









Basic Teaching Qualification   
 




Lecturers interested in obtaining the qualification will have to display teaching experience, discuss 
their experiences with a tutor, and compile a teaching portfolio to be submitted to an assessment 
committee. The portfolio shall contain information and documentation that illustrate the teaching 
activities and teaching qualities of the lecturer involved. At a minimum, the portfolio shall consist of 
student evaluations of the lectures delivered.  
 
Within the university framework, each individual faculty has its own interpretation of the basic 
teaching qualification. This information can be obtained at the relevant faculty. 
 
Senior Teaching Qualification   
 
Lecturers interested in becoming a senior lecturer or senior lecturer/researcher will have to obtain the 
senior teaching qualification. At senior positions, lecturers not only teach but also manage teaching 
programmes. 
 
In order to obtain the senior teaching qualification, lecturers will have to have obtained the basic 
teaching qualification first. In addition to this, they will have to submit their teaching curriculum 
vitae to the assessment committee. The curriculum vitae shall contain, amongst other things, a 
description of the various relevant teaching activities and products, a self-assessment, and student 
evaluations.  
 
Within the university framework, each individual faculty has its own interpretation of the senior 

































































（出所）Ben JONGBLOED, FUNDING HIGHER EDUCATION: A VIEW ACROSS EUROPE, ESMU, 
2010. P.17.の Figure 4 を加筆・修正した。 
 
［注］ 
(1) Neave, G. 1989, “On the cultivation of quality, efficiency and enterprise: An overview of recent 
trends in higher education in Western Europe, 1986-1988.”, European Journal of Education, Vol. 23, 
No. 1/2, pp. 7-23.  
(2) “Higher Education Ordinance Annex Qualifications ordinance” 
http://www.hsv.se/lawsandregulations/thehighereducationordinance/annex2.4.8b3a8c21372be32ace80
003246.html 
(3) タクシーメーターについては、下記の URL を参照のこと。 
http://en.iu.dk/education-in-denmark/danish-universities/universities-in-denmark/economics-of-u














HSTJ 23,432 19,143 8.41% 0.90% Index to 
compensate for 
rising costs 
N, T, Farmaci 50,092 42,243 0.90% 0.90%
Vård 53,254 46,125 0.90% 0.90%
Odontologiskt 44,039 51,300 0.90% 0.90%
Medicinskt 59,510 72,386 0.90% 0.90% This year there 





Undervisning* 34,763 40,941 0.90% 0.90%
Övrigt** 40,229 32,679 0.90% 0.90%
Design 141,947 86,484 0.90% 0.90%
Konst 201,518 86,515 0.90% 0.90%
Musik 122,461 77,430 0.90% 0.90%
Opera 291,837 174,581 0.90% 0.90%
Teater 282,201 140,561 0.90% 0.90%
Media 287,986 230,689 0.90% 0.90%
Dans 198,472 109,667 0.90% 0.90%









HSTJ 21,614 18,972 0.23% 0.23%
N, T, Farmaci 49,645 41,866 0.23% 0.23%
Vård 52,779 45,713 0.23% 0.23%
Odontologiskt 43,646 50,842 0.23% 0.23%
Medicinskt 58,979 71,740 0.23% 0.23%
Undervisning* 34,452 40,575 0.23% 0.23%
Övrigt** 39,869 32,387 0.23% 0.23%
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Design 140,679 85,711 0.23% 0.23%
Konst 199,718 85,742 0.23% 0.23%
Musik 121,367 76,738 0.23% 0.23%
Opera 289,231 173,021 0.23% 0.23%
Teater 279,680 139,306 0.23% 0.23%
Media 285,414 228,628 0.23% 0.23%
Dans 196,699 108,687 0.23% 0.23%
Idrott 102,499 47,433 0.23% 0.23%
Tariffs 2010 Ökning 2009-2010 
HST HPR HST HPR PLO: 3.35%
HSTJ 21,565 18,929 3.35% 3.35%
N, T, Farmaci 49,532 41,771 3.35% 3.35%
Vård 52,659 45,609 3.35% 3.35%
Odontologiskt 43,547 50,727 3.35% 3.35%
Medicinskt 58,845 71,577 3.35% 3.35%
Undervisning 34,374 40,483 3.35% 3.35%
Övrigt 39,779 32,314 3.35% 3.35%
Design 140,360 85,517 3.35% 3.35%
Konst 199,265 85,548 3.35% 3.35%
Musik 121,092 76,564 3.35% 3.35%
Opera 288,575 172,629 3.35% 3.35%
Teater 279,046 138,990 3.35% 3.35%
Media 284,767 228,110 3.35% 3.35%
Dans 196,253 108,441 3.35% 3.35%
Idrott 102,267 47,325 3.35% 3.35%
Ersättningsbelopp 2009 Ökning 2008-2009 
HST HPR HST HPR PLO: 1.84%
HSTJ 20,866 18,315 1.84% 1.84%
N, T, Farmaci 47,926 40,417 1.84% 1.84%
Vård 50,952 44,130 1.84% 1.84%
Odontologiskt 42,135 49,083 1.84% 1.84%
Medicinskt 56,937 69,257 1.84% 1.84%
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Undervisning 33,260 39,171 1.84% 1.84%
Övrigt 38,489 31,266 1.84% 1.84%
Design 135,810 82,745 1.84% 1.84%
Konst 192,805 82,775 1.84% 1.84%
Musik 117,166 74,082 1.84% 1.84%
Opera 279,220 167,033 1.84% 1.84%
Teater 270,000 134,484 1.84% 1.84%
Media 275,535 220,715 1.84% 1.84%
Dans 189,891 104,926 1.84% 1.84%
Idrott 98,952 45,791 1.84% 1.84%
Ersättningsbelopp 2008 Ökning 2007-2008 
HST HPR HST HPR PLO: 0.77%
HSTJ 20,489 17,984 7.59% 0.77%
N, T, Farmaci 47,059 39,686 2.96% 0.77%
Vård 50,030 43,332 0.77% 0.77%
Odontologiskt 41,373 48,195 0.77% 0.77%
Medicinskt 55,907 68,004 0.77% 0.77%
Undervisning 32,658 38,462 0.77% 0.77%
Övrigt 37,793 30,700 0.77% 0.77%
Design 133,353 81,248 0.768% 0.77%
Konst 189,317 81,278 0.77% 0.78%
Musik 115,046 72,742 0.77% 0.77%
Opera 274,169 164,011 0.77% 0.77%
Teater 265,116 132,051 0.77% 0.77%
Media 270,550 216,722 0.77% 0.77%
Dans 186,456 103,028 0.77% 0.77%
Idrott 97,162 44,963 0.77% 0.77%
Ersättningsbelopp 2007 Ökning 2006-2007 
HST HPR HST HPR PLO: 0.80%
HSTJ 19,043 17,847 7.13% 1.93%
N, T, Farmaci 45,708 39,384 1.93% 1.93%
Vård 49,649 43,002 0.80% 0.80%
- 150 -
151
Odontologiskt 41,058 47,828 0.80% 0.80%
Medicinskt 55,481 67,486 0.80% 0.80%
Undervisning 32,409 38,169 0.80% 0.80%
Övrigt 37,505 30,466 0.80% 0.80%
Design 132,337 80,629 0.80% 0.80%
Konst 187,875 80,650 0.80% 0.79%
Musik 114,170 72,188 0.80% 0.80%
Opera 272,081 162,762 0.80% 0.80%
Teater 263,097 131,045 0.80% 0.80%
Media 268,489 215,071 0.80% 0.80%
Dans 185,036 102,243 0.80% 0.80%
Idrott 96,422 44,621 0.80% 0.80%
Ersättningsbelopp 2006 Ökning 2005-2006 
HST HPR HST HPR PLO: 2.10%
HSTJ 17,776 17,509 3.25% 3.25%
N, T, Farmaci 44,842 38,637 3.25% 3.25%
Vård 49,255 42,661 2.10% 2.10%
Odontologiskt 40,732 47,448 2.10% 2.10%
Medicinskt 55,041 66,950 2.10% 2.10%
Undervisning 32,152 37,866 2.10% 2.10%
Övrigt 37,207 30,224 2.10% 2.10%
Design 131,286 79,989 2.10% 2.10%
Konst 186,384 80,019 2.10% 2.10%
Musik 113,264 71,615 2.10% 2.10%
Opera 269,921 161,470 2.10% 2.10%
Teater 261,008 130,005 2.10% 2.10%
Media 266,358 213,364 2.10% 2.10%
Dans 183,567 101,431 2.10% 2.10%
Idrott 95,657 44,267 2.10% 2.10%
Ersättningsbelopp 2005 Ökning 2004-2005 
HST HPR HST HPR PLO: 1.01
HSTJ 17,217 16,958 1.01% 1.01%
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N, T, Farmaci 43,431 37,421 1.01% 1.01%
Vård 48,241 41,783 1.01% 1.01%
Odontologi 39,893 46,471 1.01% 1.01%
Medicin 53,908 65,572 1.01% 1.01%
Undervisning 31,490 37,086 1.01% 1.01%
Övrigt 36,441 29,602 1.01% 1.01%
Design 128,583 78,342 1.01% 1.01%
Konst 182,547 78,372 1.01% 1.01%
Musik 110,932 70,141 1.01% 1.01%
Opera 264,364 158,146 1.01% 1.01%
Teater 255,635 127,329 1.01% 1.01%
Media 260,874 208,971 1.01% 1.01%
Dans 179,788 99,343 1.01% 1.01%
Idrott 93,688 43,356 1.01% 1.01%
Ersättningsbelopp 2004 Ökning 2003-2004 
HST HPR HST HPR PLO: 2.88%
HSTJ 17,045 16,789 2.87% 2.86%
N, T, Farmaci 42,997 37,047 2.88% 2.86%
Vård 47,759 41,366 2.88% 2.87%
Odontologi 39,495 46,007 2.88% 2.87%
Medicin 53,370 64,917 2.88% 2.87%
Undervisning 31,176 36,716 2.88% 2.87%
Övrigt 36,077 29,306 2.88% 2.87%
Design 127,299 77,560 2.88% 2.86%
Konst 180,724 77,589 2.88% 2.87%
Musik 109,824 69,441 2.88% 2.87%
Opera 261,724 156,567 2.88% 2.88%
Teater 253,083 126,058 2.88% 2.87%
Media 258,269 206,884 2.88% 2.86%
Dans 177,993 98,351 2.88% 2.88%





Translation   
H Humanities 
S Social Science 
T Theology 
J Law 













Media Media and Film 
Dans Dance 
Idrott Sports 
HST = FTE Students 
HPR = FTE credit points 
(Ersättningsbelopp = Tarfiffs) 







































































ら 2000年までに、中央部門所管の 4年制大学は 220校から 105校に、中央所管の専門学校
は 48 校から 11 校へと、それぞれ大幅に減少した。このように大学設置における中央と地
方の新たな構図が形成された。ちなみに、2005年現在、中央所管の 4年制本科課程 104 校、
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このような状況の中で、図 1 に示すように、1998年から 2005年の 7年間に地方所管の専
科学校は 383 校から 1,084 校へと、700校も増加しており、実に 1年平均 100校増の驚異的
な成長ぶりが示された。他方、地方所管の本科大学も、226校増加した。学生の収容力の側





ば、1998 年から 2005 年の間に学生入学者数について、地方所管専科は 37万から 220万と
約 6倍となっており、また地方所属本科も 38万から 156万と、4倍にまで増加した。これ
に対して、中央本科は 27万から 39万と、わずか 12万増にすぎない。また、中央専科はむ
しろ減少し、2005 年の入学者数はわずか 3 万人であった。このように、高等教育の大拡大
期の担い手は、明らかに地方大学の本科と専科であった。 
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図 2 高等教育機関類型別の入学者数の推移（1986～2005 年） 




































































に改組する方針を明らかにした。1998 年に専科課程高等教育機関の総数 431 校のうち「短









































































1997 1998 1999 2000 2001 2002 2003 2004 年
中央・地方政府 寄付金 授業料 雑収入
 


























間については第一、二クラスが 1999 年から 2003 年、第三クラスが 2001 年から 2003 年と









































































図５に示すように、2008 年から 2010 年までの 5 年間の間に、教育事業経費総収入は 735.75








その内わけについては、政府財政補助金収入は、379.82 億元から 858.58 億元に増加し、年
平均増加率は 22.62％に達した（図６）。 
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センター『大学財務経営研究』第６号、159-170 頁, 2009年 3月。 
劉文君・王戦軍、「中国における大学情報公開の現状と課題」『IDE 現代の高等教育』No.542、
52-57 頁、2012年 7月号。 
 
［注］ 
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